




２ 女性職員の活躍及び次世代育成支援対策の推進に向けた取組 

(1) 働き方改革 

ア 価値観及び意識等の改革 
幹部職員が出席する会議等において、ワークライフバランスの必要性に加え、職

員個々の仕事や家庭に対する考え方を踏まえつつ、働きやすい職場環境の形成に取
り組むこと等を呼び掛けた。 

イ 時間外勤務の縮減、休暇の取得促進等 
時間外勤務実績が高い職員を事前に集約し、各所属に対して通知することで、時

間外勤務の縮減を図った。 
幹部が率先して休暇取得することで休暇申請しやすい職場環境を構築するととも

に、休暇計画表の活用及び年次休暇の全日取得のみならず、時間取得・分割取得を
周知し、計画的な年次休暇の取得促進を図った。 

(2) 子育て又は介護と両立して活躍できるための改革 

ア 男性職員の育児参加促進 
翌月に子の出生が見込まれる男性職員や育児参加休暇の取得可能な男性職員に対

する取得奨励に加え、育児参加を促進する資料の配付や仕事と育児の両立を漫画形
式で機関誌に掲載して紹介するなど、男性職員の育児参加促進を図った。 

イ 職員の意識改革への取組 
ライフサイクルプラン研修やその他の研修等において、男性による育児参加の重

要性や両立支援制度の概要等についての説明を行い、取得促進を図った。 
ウ 育児休業取得者の職場復帰支援 

育児休業からの復帰を予定している者を対象としたセミナーを開催し、育児休業
取得経験者による講演や意見交換会を行い、職場復帰に対する不安の解消を図った。 

エ フレックス当番の試行運用 
育児や介護等の理由で当直免除されている職員の当番復帰への不安解消やキャリ

ア形成を目的として、職員が希望する日に当番勤務に従事できるフレックス当番の
試行運用を継続した。 

オ 育児休業等支援要員派遣制度の本運用 
育児休業又は介護休暇の取得によって生じた警察署の欠員に対し、警察署以外の

所属の人員を派遣して補完措置を講じる育児休業等支援要員派遣制度を試行運用し
ていたが、令和７年度より本運用を開始した。 

(3) 女性の採用の拡大等 

ア 実効性のあるきめ細やかな広報活動等の推進 
(ｱ) 女子高校や女子大学を含めた高校、大学等の採用説明会において、女性警察官

の活躍を紹介した。 
(ｲ) 音楽隊員を学校等へ派遣し、吹奏楽部に所属する女子学生に対してリクルート

活動を行った。 
(ｳ) 防犯キャンペーンに参加した女子学生に対してリクルート活動を行った。 
(ｴ) 女性限定の採用セミナーを開催し、女性施設の紹介、両立支援制度等の説明を

したほか、保護者を対象とした相談会を実施した。また、女子大学・女子高校に
おいて、指紋採取や護身術等の体験型職業セミナーを開催し、女性警察官の業務
内容・福利厚生・休暇制度等の説明を実施した。 

(ｵ) ウェブサイトに女性幹部や各部門で活躍する女性警察官からのメッセージを掲
載するとともに、インスタグラムを通じて、女性職員の活動状況を発信した。 

イ 他県と連携した共同採用試験の実施 
女性警察官の積極的な採用を促進し、優秀な人材を確保するため、他県警察と連



携した女性を対象とした共同採用試験を実施した。 

(4) 女性職員の配置・育成・教育訓練及び評価・登用等 

ア 女性警察官の職域拡大 
性別に関係なく、本人の能力や希望に応じ、専門的な技能や能力を要するスカイ

ブルー隊や見当たり捜査班、警備犬ハンドラーに女性警察官を配置したほか、大阪
府警で初めて女性の地域警察職務質問指導マイスターを認定するなど、職域の拡大
に取り組んだ。また、地域部において女性の執行力の底上げや登用を目的とした、
女性警察官限定の見学会、セミナーを開催した。 

イ 女性警察官のキャリア形成支援、意欲向上 
女性警察官を対象とし、仕事と育児等を両立してきた先輩女性警察官との座談会

形式のキャリア形成支援研修を実施した。 
ウ 術科教養 

術科指導者による女性警察官に対する受傷事故防止訓練を実施した。 
また、部分休業等を取得している女性警察官を対象として、拳銃訓練に参加しや

すい時間帯の訓練枠を設定し、拳銃実射訓練を実施した。 
エ 女性用施設の整備 

警察署及び交番の建替え設計に際し、女性が使いやすい女性用施設を設計し、職
場環境の改善を進めた。 

オ 配置先の検討 
育児や介護を行う職員については、可能な限り通勤時間に配意して自宅等から近

い職場に配置した。また、居住地を管轄する警察署への配置を希望する職員につい
て、必要性等を考慮した上で配置した。 

カ 時短勤務者の警察学校専科教養部入校 
警察学校専科教養部で実施する専科、任用科の入校について、入校生が取得する

時短勤務に合わせた途中出勤、途中退庁を可能にし、時短勤務者の入校を可能にした。 

(5) その他 

ア ハラスメント防止対策の推進 
定期的な教養資料の配付、各種会議における幹部の指示、各種研修における担当

者による講義等を通じてハラスメントに対する正しい認識の醸成を図った。 
イ 子供と触れ合う機会の充実 
(ｱ) 各警察署において、自治体や地域住民と連携した各種防犯イベントなどを実施
し、安心して子供を育てられる安全な環境の整備を図った。また、警察学校におい
ては、自治体・住民等と連携した防災訓練を通じて、警察官としての危機意識の向
上を図るとともに、子供を含めた住民との良好な関係構築の重要性について理解
を深めた。 

(ｲ) 参加・体験型の警察広報を通じて、子供を対象に鑑識活動の体験や 110 番通報
体験等の職場体験を実施した。 


